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第２章 調査の概要 

 

１．調査の対象 

 

（１）防災における情報伝達の位置づけ 

 防災対策は、図 2.1 にあるように、災害発生に係る時系列的な推移にしたがって、

大きく災害予防段階、災害応急段階、災害復旧・復興段階に区分される。防災情報は、

この段階の区分に応じて多様な情報が存在するが、災害発生の直前・直後の防災情報

の伝達については、特にその迅速化と確実化が求められる。 

 したがって、本調査で対象とする防災情報の伝達は、災害予防段階、特に災害発生

の前兆段階から発災までの緊急時における防災情報の伝達とする。すなわち、全ての

段階における防災情報（災害による被害の実態に関する情報や災害発生後の住民等の

安否確認に関する情報等を含む）の伝達を視野に入れつつも、特に、気象警報等の災

害の警戒に関する情報（本調査では、「災害警戒情報」とする。）と避難勧告等の住民

等の避難行動に関する情報（本調査では、「行動指示情報」とする。）に着目すること

とする。 

 

 

防災防災における情報伝達の位置づけにおける情報伝達の位置づけ
＜災害対策の流れ＞＜災害対策の流れ＞

災害予防 災害応急 災害復旧・復興

（平常時）
•防災計画の策定
•土地利用の適正化
•防災施設・設備の整備
•教育・訓練・広報
•科学技術研究

（緊急時）
•防災体制の確保

•情報伝達

災害発生

•初動対応の実施
•救命・救急、災害派遣

•情報伝達

•防災計画の見直し
•災害復旧事業の実施
•災害融資、生活再建
　
支援等の実施

＜平常時の情報＞＜平常時の情報＞

•過去の被災履歴
•過去の災害からの教訓
•将来の災害に対する予測

ハザードマップ（防災地図）
災害保険（リスク）
広報
　パンフレット、TV番組、
　 シンポジウム、HP等
擬似体験
　（防災訓練）
　　　　：

＜災害時の情報＞＜災害時の情報＞

•安全の確保

•避難

•安否確認
　　・
　　・
　　・

•災害警戒情報　　 ・防災気象情報
・津波情報
・土砂災害警戒情報
・緊急地震速報

•行動指示情報 ・避難指示、避難勧告
•被害の実態 ・震度、震源

・浸水、土砂崩れ
•安否情報 ・家族

・医療施設等
　　・
　　・
　　・

 
図 2.1 防災における情報伝達の位置づけ 
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（２）防災情報伝達の概要 

 防災情報の伝達を検討するにあたっては、図 2.2 にあるように、大きく２つの観点

（「情報内容」と「情報伝達手段（情報伝達体制を含む）」）から検討することが重要で

ある。ただし、個々の防災情報の情報文の内容等については、図 2.3 にあるように別

途の検討が実施されていることから、本調査においては、情報内容そのものよりも、

その情報内容が「誰から誰に対して」「どのようなタイミングで」「どのようなルート

で」伝達されるのか、すなわち情報伝達手段およびそれらを利用するための情報伝達

体制に、より注目して検討することとする。 

 検討にあたっては、図 2.2 に示された田中・伊藤（2003）の考え方を引用している。
田中・伊藤（2003）では、科学的観点からの情報提供と行政判断をポリエージェント
モデルの中でとらえ、知覚・認識・予測の３ステップと避難行動への流れと情報伝達

に着目、自己判断を促すために効果的な情報伝達方法について議論しており、従来の

危機対応システムを補完するための次の３つの情報コミュニケーションを提案してい

る。 

   １）専門家からの科学情報の提供・公開 

   ２）行政判断の結果伝達に根拠情報を付加 

   ３）専門家との双方向コミュニケーション 

 １）は状況認知に効果があり、２）は自己判断の確信に、３）は疑問の解消につな

がり、どの１つを欠いても不充分である、としている。 

 

田中健次・伊藤誠（2003）：災害時に的確な危険回避行動を導くための情報コ
ミュニケーション、災害情報 No.1、pp.61-69 

 

 なお、本調査において、「情報伝達」という語句は、広義には「情報を伝えること」

であるとともに、狭義には「防災関係機関間において情報を伝えること」である。こ

れに対し、「住民等に対して情報を伝えること」については「情報提供」を用いる。 
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・情報伝達手段
（情報伝達体制）

住民
（知覚　　）理解　　予測　　　　　　　　　　　行動

防災情報伝達の概要防災情報伝達の概要

（広義の）
情報伝達

・情報内容 専門的・科学的観点

知覚　　理解　　予測

行政判断

行動

直接の情報提供
　　　　　　　（Ａ）

疑問解消 行動指示
＋根拠情報　（Ｂ）

受信者にわかりやすく

受信の属性・認知
レベルに配慮を

注）　田中・伊藤（2003.3)　「災害情報」より抜粋

防災関係機関間の情報伝達手段

住民等への情報提供手段

迅速
　　かつ
　　　　確実に

※本調査において、「情報伝達」という語句は、広義には「情報を伝えること」であると
ともに、狭義には「防災関係機関間において情報を伝えること」である。これに対し、
「住民等に対して情報を伝えること」については「情報提供」を用いる。

 

図 2.2 防災情報伝達の概要 

 

 

領域の
絞込み

発災関係
の指数化

福岡地方、北九州地方に大雨警報

現象（災害）の広がりと警報発表域に大きな隔たり

警報が出ても災害の程度が不明確

山崖崩れなどに厳重に警戒して下さい

局地現象の予測精度が利用者の要望に達せず

昼過ぎにかけて所により

短時間
予測拡充

大雨警報：芦屋町、岡崎町、玄海町、宗像市、…
対象域をより明確に

どの現象がどの程度か

土砂災害発生ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙは10年に一度の値

時間を特定、量的に

Ｃ市は1時間後から3時間程度50ミリを超える激しい雨

土壌雨量指数による

土砂災害発生ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ

時系列表示

運用面
改善

図形式：

わかりやすい

これからの防災気象情報

≪現行≫ ≪改善後≫

C市は１時間後から３時間程度
危険な状態が続く。
Ａ市はこれから３時間注意を要する。

警報級の現象
の発現域

赤：大雨警報
黄：大雨注意報
白：無し

文章形式：

内容解読に要時間

ｹｲﾎｳ1 ﾌｸｵｶ
290650
8210 03 04 14
8220 03 04 14 
8230 10 14 18
平成○○年 □月２９日０６時５０分 福岡管区気象台発表
福岡地方」大雨，洪水警報」雷注意報」
北九州地方」大雨，洪水警報」雷注意報」
筑豊地方」大雨，雷，洪水注意報」
（（福岡地方、北九州地方では、昼過ぎにかけて、１時間に５０
ミリ以上の激しい雨の降るおそれ））
梅雨前線が九州北部地方に停滞し、活動が活発になっている。
福岡地方、北九州地方では、昼過ぎにかけて所により激しい雨の
降るおそれ。予想雨量は１時間雨量５０ミリ以上。明日朝にかけ
ての総雨量多い所１５０ミリ。
筑豊地方では夕方まで、所により雷を伴い強い雨の降るおそれ。
予想雨量は１時間雨量３０ミリ以上。
これまでに降った大雨により地盤が緩んでおり、山・崖崩れの起
こる危険性が高い。また、河川の増水や氾濫、低い土地の浸水な
どの重大な災害の起こるおそれがありますので、厳重に警戒して
下さい。落雷、突風などの災害に十分注意して下さい。

C市
A市

≪福岡県≫

防災情報の内容の高度化に関する検討例防災情報の内容の高度化に関する検討例

 

図 2.3 防災情報の内容の高度化に関する検討例 
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２．調査の背景 

 

 平成１５年７月、中央防災会議「防災情報の共有化に関する専門調査会」において下

記に掲げる具体的施策が展開されるべきとの提言がなされた。 

 

 

中央防災会議「防災情報の共有化に関する専門調査会」報告 

（ ３．具体的施策 関連部分抜粋 ） 

 

 

１）防災関係機関内の情報共有化 

 

 ②信頼性の高い大容量防災通信ネットワークの整備 

 

  ａ．全国的な大容量防災通信ネットワークの整備 

 国、地方公共団体等の防災関係機関間の情報通信網のデジタル化や大容量化

等を行い、画像をはじめとする大容量データ通信を可能とする全国的な大容量

防災通信ネットワークを体系的に整備する。 

 

  ｂ．通信網の相互利用 

 防災関係機関が保有する通信回線等を、防災対策のため各機関間で相互に接

続・利用できる体制を確立する。災害発生時等の緊急時にこれらの通信回線の

目的外使用等を可能とするために必要な制度を整備するとともに、平常時から

円滑な運用のために必要な訓練等を行う。 

 

  ｃ．通信施設等の被災対策 

 災害発生時の混乱期においても確実に情報伝達等が行われるよう、情報通信

施設そのものの耐災害性の向上や衛星回線や移動式の通信手段の活用による通

信回線の多重化等により、防災情報体系全体の災害に対する信頼性を確保する。

 

 ④情報の共通化・標準化 

 

  ａ．防災情報共有プラットフォームの構築 

 防災関係機関が横断的に共有すべき防災情報の形式を標準化し、国、地方公

共団体等の各機関の情報を共通のシステムに集約し、その情報にいずれからも

アクセスできる「共有プラットフォーム」を構築する。また、セキュリティに

関する対応も含め円滑な運用のためのルールを定める。これを前提としたシス

テムの整備を国・地方公共団体等が計画的に進める。 

 

  ｂ．現地における高度情報化 

 現地における判断の的確化と大幅な負担軽減を図るため、現地での情報収

集・伝達におけるＩＴ化を進めるとともに、災害対策本部等が集約した情報を

現地へ戻す体制を構築する。 

 

  ｃ．情報共有に当たっての役割・責任の明確化 

 防災情報の収集・解析・伝達・提供のそれぞれの過程において、情報の送り
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手と受け手の役割を明確化し、責任体制を確立する。特に、被災現地に近い地

方レベルにおける国、地方公共団体、地域住民等の間での横断的な情報流通に

ついての役割・責任等を明確化する。即時的地震情報や火山噴火予知情報等の

提供における関係機関の役割と責任を明確化し、防災関係機関や住民等の防災

活動に役立つ総合的な予警報体制を確立する。 

 

  ｄ．緊急時の的確な情報運用 

 現地対策本部等に様々な情報源から寄せられる要請や物資調達等の情報に対

する一元的な対応、関係機関相互における情報共有等についての運用マニュア

ルを整備する。また、携帯電話やＩＰ電話の急速な普及、準天頂衛星システム

の開発等の社会状況変化も踏まえて、緊急時の一般回線による情報伝達を点検

し、確実な伝達を確保するために必要な改善を図る。 

 

 

２）住民等の間、住民等と行政の間の情報共有化 

 

 ①情報が確実に伝わる社会を実現 

 

  ａ．情報共有の実現に関する責任の明確化 

 防災関係機関は、誰が、誰に、どのような情報を、いつ提供するかという平

常時および災害時の情報共有の責任を明確化する。 

 

  ｂ．多様な手段による情報提供 

 防災関係機関は、市町村防災行政無線、電話、携帯電話、インターネット、

電子メール、テレビ、ラジオ等の日常使われている様々な手段により一斉に情

報提供し、情報を必要とする受け手にあまねく伝わるようにする。市町村防災

行政無線および地域衛星通信ネットワーク等の全国的な整備・デジタル化を図

り、住民等への通信手段の多様化を進める。重要な情報は、確実に伝わるよう

単純化して繰り返し提供する。また、信頼性の高い機関による継続的な情報提

供と不確かな情報についての迅速な訂正、情報の真偽に関する問い合わせ窓口

を設置する。 

 

  ｃ．緊急な避難誘導に関する情報の確実な伝達 

 豪雨時の地下空間への浸水や土石流、津波や高潮、地震時の市街地大火等の、

緊急に必要な避難誘導に関する情報が、確実かつ迅速に伝わる情報伝達体制を

確立する。 

 

  ｄ．災害時要援護者への確実な情報提供 

 災害時の情報収集が困難な情報弱者に対して、確実に緊急情報が伝わるよう、

光・音・振動・文字等の形式の情報を各種伝達手段により提供する。災害時に

情報の入手や行動が遅れがちな災害時要援護者が、早めに時間的余裕を持って

行動できるような情報提供を行う。また、電子メールによる緊急通報への対応

等を通じて、災害時要援護者からの通報にも的確に対応できるようにする。 

 

  ｅ．日常使われている通信手段の耐災害性向上と輻輳の回避 

 防災関係機関は、住民等に日常的に使われているインターネット、電子メー

ル、電話、携帯電話等が、災害時の連絡手段として利用できるかどうかを調査

し、その結果を公表する。携帯電話の急速な普及を踏まえ、早急に携帯電話に
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よる安否確認システムや１１０番、１１９番等への優先接続の実現、風水害時

にも使用できるための耐水性の向上を図る。電話の輻輳対策として、不要不急

の通話の自粛や、災害用伝言ダイヤルの利用等の周知を図る。また、通信負荷

を軽減するために、災害時通話時間の制限、通信と放送の組み合わせ利用等を

検討する。また、停電や水濡れにより先端的な機器が機能停止する場合に備え

て、拡声器や貼り紙等を活用した情報伝達や白地図を利用した情報整理等の体

制を整えておく。 

 

  ｆ．予備的な情報通信手段の確保 

 国および地方公共団体は、郵便局、図書館、学校やコンビニエンスストア等

への情報端末の配置や、街頭テレビや街頭文字パネルの整備等、災害時に住民

等が非常連絡手段として共用できる情報拠点を整備する。また、従来の公衆電

話や高機能型公衆電話の必要数の確保を図る。 

 

  ｇ．情報伝達の確認・検証 

 防災関係機関は、一方的に情報を提供するだけでなく、確実に受け手に伝わ

ったか、受け手がどのような行動をとったかを確認しながら情報を提供する。

このため、受け手が情報を受信したことを確認するアンサーバックや、住民等

がとった行動を把握することで情報の伝達を確認・検証しながら行う確実な情

報提供について検討する。 

 

 

 また、次に掲げる課題が今後検討されるべきとの提言がなされた。 

 

 

中央防災会議「防災情報の共有化に関する専門調査会」報告 

（ ４．今後の検討課題 関連部分抜粋 ） 

 

   ・住民等における災害時の情報通信手段の具体的確保策 

 

 

 

 

３．調査の目的 

 

 上記１．および２．を踏まえ、本調査では、緊急防災情報に関する情報伝達・提供シ

ステムのあるべき姿を明確にするとともに、防災関係機関間の情報伝達の迅速化・確実

化、住民等への情報提供手段の多様化の観点から、自助・共助・公助の総合的な推進の

ための情報伝達・提供システムの整備推進について検討する。 

 なお、「緊急防災情報」とは、以下に掲げる情報要素を含む「緊急な防災対応・行動に

資する簡潔な防災情報」とする。 

  ・大雨・土砂災害・地震・津波等への警戒に関する情報 

  ・迅速に伝達・提供すべき（遅延が許されない）情報 

  ・受信者の防災対応・避難行動等の意思決定を支援する情報 


